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1.　はじめに

我が国は現在，人口減少社会を迎えています
が，潜在的な成長力を高めるとともに，新たな需
要を掘り起こしていくため，働き手の減少を上回
る生産性の向上等が求められています。また，産
業の中長期的な担い手の確保・育成等に向けて，
働き方改革を進めることも重要であり，この点か
らも生産性の向上が求められています。

こうした観点から，国土交通省では平成 28 年よ
り，建設現場において ICT（情報通信技術）の活
用 や 施 工 時 期 の 平 準 化 等 を 進 め る

「i-Construction」を推進しています（図－ 1）。
更に令和元年 6 月に，公共工事の品質確保の促

進に関する法律が改正され，情報通信技術の活用
等による生産性向上への取組や働き方改革の推進
が位置付けられました（図－ 2）。i-Construction
の取組の一層の加速が求められています。

本稿では，これまでの取組状況と課題を整理す
るとともに，今後の推進方策について紹介しま 
す。

2.　‌�これまでの取組と今後の‌
方向性について

こ れ ま で に 国 土 交 通 省 が 取 り 組 ん で き た
i-Construction の取組について，「ICT の全面的
な活用」，「全体最適の導入」，「施工時期の平準
化」，「3 次元データの利活用」の 4 項目に分類し，
これまでの成果並びに今後の方向性について紹介
します。また，推進体制である「i-Construction
推進コンソーシアム」についても紹介します。

⑴　ICTの全面的な活用
調査・測量，設計，施工，検査等のあらゆる建

設生産プロセスにおいて ICT を全面的に活用す
る取組であり，必要な積算や技術基準等の整備を
進めてきました。

令和元年度における取組状況は，令和元年 12
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図－ 1　  i-Construction ～建設現場の生産性向上～ 
【生産性向上イメージ】
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月末時点において，直轄工事における ICT 活用
工事の公告件数 2,043 件のうち 1,105 件で実施し
ています。

また，都道府県・政令市における平成 30 年度
の ICT 土工は，公告件数 2,428 件，実施件数 523
件といずれも前年度より増加していますが，実施
率を高めるためにも，中小規模工事や維持修繕系
工事への拡大を図る必要があります。

なお，ICT 施工を行った結果，起工測量から
電子納品までの一連の施工プロセス全体での延べ
作業時間について，土工工事では約 3 割の縮減効
果が出ています。

⑵　全体最適の導入（コンクリート工の規格の標
準化等）
設計，発注，調達，加工，組立等の一連の生産

工程や，維持管理を含めたプロセス全体の最適化
が図られるよう，流動性を高めたコンクリートや
プレキャスト製品の活用，プレハブ鉄筋などの工
場製作化を進めるため，必要なガイドライン等の
策定に取り組んできました。

これまでの取組の結果，プレキャスト製品は現

場打ちに比べ，2 〜 5 倍の効率性があることが判
明しています。しかし，セメント量のうちプレキ
ャストに使われたセメント量は平成 30 年度で全
販売量の約 14% にとどまり，これまでとほぼ横
ばいの傾向となっています。

生産性向上につなげるため，今後はプレキャス
ト（ハーフ，サイト，大型化）の進化を図ってい
きます。

⑶　施工時期の平準化
公共工事は，第 1 四半期（4 〜 6 月）に工事量

が少なく工事稼働時期の偏りが激しかったため，
人材・資機材の効率的な配置や，休暇の確保，収
入の安定などが図られてきませんでした。この点
を踏まえ，国庫債務負担行為の積極的な活用や地
域単位での発注見通しの統合・公表の拡大，地方
公共団体への取組要請を行ってきた結果，施工時
期の平準化の取組は浸透しつつあります。

他方，平成 30 年度の平準化率（年度の平均と
4 〜 6 月期の工事の平均の稼働状況の比率）は，
国が 0.85 であることに対し，市町村は 0.55 にと
どまっています。

図－ 2　品確法と建設業法・入契法（新・担い手 3法）
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こうした状況を踏まえ，地域発注者協議会を通
じて平準化率の目標を設定し地方公共団体に働き
かけるなど，地方公共団体の平準化率向上を目指
し取組を進めることとしています。

⑷　3次元データ等の利活用
3 次元設計（BIM/CIM）を導入することで，

建設生産・管理システム全体を見通した施工計
画，管理などのコンカレントエンジニアリング，
フロントローディングの考え方を実施していくこ
とが可能となります。

平成 24 年度から橋梁やダム等を対象に導入し，
令和元年度は大規模構造物の詳細設計における
BIM/CIM の原則適用等，適用拡大を図った結
果，目標とする 400 件を達成する見込みです。

令和 2 年度は，大規模構造物予備設計へ BIM/
CIM を原則適用するなど，引き続き BIM/CIM
等の活用拡大を図っていきます。

⑸　i-Construction推進に向けた取組
i-Construction の推進に向け，非建設分野の関

連企業を含む様々な分野の産学官が連携して，
IoT や AI 等の革新的技術の現場導入や 3 次元デ

ータの活用などを進めるため，「i-Construction
推進コンソーシアム」を平成 29 年 1 月 30 日に設
置しました。

現在は 1,000 者を超える会員に参加していただ
いており，新技術の開発・導入に向けた現場ニー
ズと技術シーズのマッチングイベントの実施や，
3 次元データ利活用に向けた意見交換等を行って
います（図－ 3）。

3.　今後の推進に向けて

建設現場の生産性向上に向け，今後は中小企業
や地方公共団体等への更なる普及や，新技術の活
用促進，加えてデータ連携を促進するための基盤
整備を進めていく必要があります。

⑴　中小企業や地方公共団体への普及展開
i-Construction の更なる普及展開に向けては，

中小企業等が取り組みやすい環境を整えるととも
に，先進事例を横展開し，中小企業や地方公共団
体等にその効果を体感してもらうことが重要で 
す。

図－ 3　i-Construction推進コンソーシアム
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このため，令和 2 年度からは，起工測量から成
果品の電子納品までの全ての施工プロセスで
ICT 活用を必須としていた従来に加え，部分的
な活用であっても経費の計上や工事成績での加点
を行う「簡易型 ICT 活用工事」を全国で実施す
るとともに，ICT 施工の専門家を育成するため
の支援等を行っていきます。

更に，先進的な取組を行っている地方公共団体
や民間企業等を表彰する i-Construction 大賞を
開催し，好事例の横展開を図っているところです

（図－ 4）。
こうした普及促進の取組を通じ，i-Construction

の裾野拡大に取り組んでいきます。

⑵　新技術の活用促進
公共工事において，生産性を向上させる新技術

の現場実装が促進されるよう，「i-Construction
推進コンソーシアム」を活用し，新技術の発掘や
企業間連携を促進するとともに，新技術の導入を
促進する発注等に取り組んでいます。

更に，建設現場からデジタルデータをリアルタ
イムに取得し，これを活用した IoT・AI をはじ
めとする新技術を試行することで，建設現場の生
産性を向上するプロジェクトの公募を平成 30 年
度より行っています。例えば，ステレオカメラ撮
影画像を活用した配筋測定の開発により，現行の

手作業による複数人での測定を省力化 ･ 省人化す
るなどの取組が行われています（図－ 5）。

加えて，5G や AI 等の革新技術の活用にも取
り組んでいます。例えば，災害復旧工事等の防災
の現場において，人が近づけない箇所でも安全に
施工するために，日本独自の技術として，無人化
施工技術の開発に平成 6 年から継続して取り組ん
できたところですが，現状の Wi-Fi を使った無
人化施工では，通信容量の不足，通信の遅延，同
時接続機器数の制限等により，視認性・操作性等
に課題があります。そこで，今後，大容量・低遅
延・多数同時接続の特性をもつ 5G を活用すべ
く，令和 2 年度より無人化施工の現場試行に取り
組むこととしています（図－ 6）。

こうした取組を通じて，新技術の現場実装を阻
害する規制等が存在する場合は，その見直しも含
め新技術の積極活用に取り組んでいきます。

⑶　データ連携による生産性の更なる向上
現在，国土交通省では，地盤や構造物等の国土

に関するデータに，経済活動や気象等の自然現象
に関するデータを連携させた統合的なプラットフ
ォーム（国土交通データプラットフォーム）構築
に取り組んでいます。

具体的には，BIM/CIM や ICT 施工により作成
される 3 次元データをはじめとした i-Construction

図－ 4　令和元年度 i-Construction大賞
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の取組により得られるデータや，地盤情報，民間
建築物等の国土に関する情報をサイバー空間上に
再現するインフラ・データプラットフォームの構
築を進めています。また将来的には，官民が保有
する公共交通や物流・商流等の経済活動に関する
データや気象等の自然現象に関するデータを連携
させ，国土交通データプラットフォームの構築を
目指します（図－ 7）。

これらのデータを用いてサイバー空間上でシ 
ミュレーションを実施することで，例えば災害時
の避難シミュレーションや，都市における最適な
ヒートアイランド対策の実現が可能になるなど，

様々な課題解決に活用することが期待できます
が，プラットフォームの利活用を促進し施策の高
度化やイノベーションの創出につなげていくため
には，構築の段階から産学官の連携が重要です。

このため，令和元年 10 月末に「国土交通デー
タ協議会」を設置し，プラットフォームの利活用
やデータ提供等の活動をしていただける方々の公
募を開始しました。加えて，国土交通データプラッ
トフォームのプロトタイプ版を構築し，国土交通
データ協議会の会員の方々に公開することで，プ
ラットフォームの改善提案についても意見を求め
ているところです。

・遠隔地からの検査
・最新情報の確認

・3次元CIMによる施工性確認
・検査システムによる配筋確認

図－ 5　ステレオカメラ等の画像を用いた配筋測定技術の例

図－ 6　5G等を活用した無人化施工の現場実証イメージ
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図－ 8　研究機関等との連携を加速

図－ 7　国土交通データプラットフォームで実現をめざすデータ連携社会
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このほか，データ連携に関する課題解決に資す
る研究成果を実装するため，研究機関とも連携を
図ります（図－ 8）。

こうした取組を踏まえ，令和 2 年 4 月に国土交
通データプラットフォーム 1.0 を公開したところ
です（図－ 9）。今後も，国土交通データ協議会
会員との意見交換や，研究機関等との連携を図る
ことで，課題の解決を図り，国土交通データプラ
ットフォームの構築に取り組みます。

4.　おわりに

近年，全国各地で災害が発生しています。
i-Construction は，建設現場の生産性向上を目指
して取組を進めてきましたが，昨年の台風災害で
も，ドローンを活用して被災状況を効率的に把握
する取組や，急傾斜地での無人化施工を行い作業
員の安全確保に寄与する等，i-Construction は防
災・減災面でも効果があることが確認されていま

す。安全・安心という観点からも，i-Construction
を推進していく必要があります。

また，i-Construction の活用により，建設現場
に必要な技術の習得に要する時間の短縮が期待さ
れています。そして，生産性向上により安定した
休暇の取得が可能になることで，建設現場におい
て若者や女性などの多様な方々の活躍が期待され
ています。

加えて，i-Construction は大規模な建設現場で
のみ適用される技術ではないことも強調しておき
ます。例えば，技術の内製化を促すための発注の
工夫等，少しの工夫で生産性向上を図った地方公
共団体等も現れてきています。そうした先進事例
を全国に波及させることにも取り組みます。

こうした取組により魅力ある建設現場を作り出
すことで，「きつい，危険，給料が安い，休暇が
取れない」と表現されることもある現状を改善
し，新たな「給与が良い，休暇がとれる，希望が
もてる」建設現場の実現を目指していきます。

図－ 9　国土交通データプラットフォーム 1.0の一般公開
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